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１ アンケートの実施 

  県の平均工賃月額について、平成 29 年度以降全国で 40 位台を推移するなど低迷して

いることから、その原因や県内の傾向を把握するとともに、今後の県施策のあり方を検

討するため、以下のとおりアンケートを実施 

 ＜概要＞ 

対象事業所 県内の就労継続支援 B型事業所（1,007 事業所） 

アンケート実施期間 令和 8 年 1月 15 日（木）から 1月 30 日（金）まで 

実施方法 県電子申請共同運営システム（e-ひょうご） 

項目数 ３３項目 

 

２ アンケートの分析結果 

 ○回答状況 

  事業所の回答率は、58.4％（588 事業所/1,007 事業所）であった。 

地区 事業所数 地区 事業所数 

神戸地区 174 北播磨地区 33 

阪神南地区 72 西播磨地区 29 

阪神北地区 62 丹波地区 12 

東播磨地区 104 但馬地区 24 

中播磨地区 64 淡路地区 14 

 

 ○令和６年度平均工賃月額区分の全国比較 

  県の平均工賃月額区分を全国と比較すると、10,000 円未満の事業所は少ないものの、

全国平均工賃（24,141 円）以下の 10,000 円～20,000 円の間の事業所が多い。 

地域別では特に神戸・阪神間等でその傾向が強い。 

 （全県の割合） 

 平均工賃月額区分 事業所数 割合 全国の割合 

～10,000 円 59 10.0％ 17.6％ 

10,000 円～15,000 円 122 20.7％ 18.4％ 

15,000 円～20,000 円 151 25.7％ 20.6％ 

20,000 円～25,000 円 78 13.3％ 15.4％ 

25,000 円～30,000 円 50 8.5％ 9.7％ 

30,000 円～35,000 円 29 4.9％ 6.4％ 

35,000 円～45,000 円 31 5.3％ 6.7％ 

45,000 円～ 30 5.1％ 5.2％ 
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（地域別の割合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 上限額 神戸 阪神南 阪神北 東播磨 北播磨 

～10,000 円 12.5％ 15.9％ 10.2％ 14.3％ 6.3％ 

10,000 円～15,000 円 31.3％ 23.9％ 28.8％ 18.4％ 6.3％ 

15,000 円～20,000 円 25.5％ 27.0％ 30.5％ 35.7％ 15.6％ 

20,000 円～25,000 円 11.9％ 6.3％ 8.5％ 12.2％ 28.1％ 

25,000 円～30,000 円 8.1％ 7.9％ 5.1％ 6.1％ 9.4％ 

30,000 円～35,000 円 3.8％ 3.2％ 11.8％ 2.0％ 12.5％ 

35,000 円～45,000 円 3.8％ 9.5％ 1.7％ 7.1％ 9.3％ 

45,000 円～ 3.1％ 6.3％ 3.4％ 4.1％ 12.5％ 
 
 
 
 

 上限額 中播磨 西播磨 丹波 但馬 淡路 

～10,000 円 9.7％ 3.7％ 0.0％ 0.0％ 0.0％ 

10,000 円～15,000 円 22.6％ 3.7％ 16.7％ 8.7％ 7.2％ 

15,000 円～20,000 円 33.9％ 25.9％ 25.0％ 17.4％ 0.0％ 

20,000 円～25,000 円 17.8％ 29.7％ 16.7％ 21.7％ 21.4％ 

25,000 円～30,000 円 4.8％ 22.2％ 16.7％ 26.1％ 21.4％ 

30,000 円～35,000 円 4.8％ 7.4％ 0.0％ 4.4％ 14.3％ 

35,000 円～45,000 円 3.2％ 3.7％ 8.3％ 8.7％ 14.3％ 

45,000 円～ 3.2％ 3.7％ 16.6％ 13.0％ 21.4％ 
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＜工賃区分別の状況＞ 
○事業所・保護者・利用者が最も重視している点 

  工賃が低い事業ほど、工賃向上よりも利用者の生きがい・居場所づくりを重視 
  特に保護者は生きがい・居場所づくりを重視しているが、事業所は保護者より利用者
の意向に近く、工賃の向上も重視する傾向 

事業所の意向 工賃向上 就労支援 
生きがい・居
場所づくり 

日常生活
支援 

その他 

～10,000 円 13.6% 10.2% 67.8% 8.5% 0.0% 

10,000 円～15,000 円 15.6% 16.4% 53.3% 9.8% 4.9% 

15,000 円～20,000 円 18.5% 13.2% 58.9% 6.0% 3.3% 

20,000 円～25,000 円 26.9% 15.4% 46.2% 9.0% 2.6% 

25,000 円～30,000 円 36.0% 20.0% 32.0% 4.0% 8.0% 

30,000 円～35,000 円 34.5% 10.3% 37.9% 3.4% 13.8% 

35,000 円～45,000 円 48.4% 16.1% 29.0% 3.2% 3.2% 

45,000 円～ 43.3% 20.0% 20.0% 13.3% 3.3% 

総計 23.8% 16.0% 49.0% 7.0% 3.9% 
 

保護者の意向 工賃向上 就労支援 
生きがい・居
場所づくり 

日常生活
支援 

その他 

～10,000 円 1.7% 8.5% 76.3% 13.6% 0.0% 

10,000 円～15,000 円 4.9% 9.8% 65.6% 11.5% 8.2% 

15,000 円～20,000 円 5.3% 13.2% 66.9% 10.6% 4.0% 

20,000 円～25,000 円 6.4% 16.7% 67.9% 9.0% 0.0% 

25,000 円～30,000 円 4.0% 16.0% 64.0% 10.0% 6.0% 

30,000 円～35,000 円 13.8% 6.9% 48.3% 20.7% 10.3% 

35,000 円～45,000 円 12.9% 12.9% 58.1% 12.9% 3.2% 

45,000 円～ 26.7% 16.7% 40.0% 10.0% 6.7% 

総計 7.0% 13.1% 65.0% 10.7% 4.3% 
 

利用者の意向 工賃向上 就労支援 
生きがい・居
場所づくり 

日常生活
支援 

その他 

～10,000 円 16.9% 8.5% 67.8% 5.1% 1.7% 

10,000 円～15,000 円 22.1% 9.0% 59.0% 4.9% 4.9% 

15,000 円～20,000 円 16.9% 6.6% 64.2% 1.3% 4.0% 

20,000 円～25,000 円 23.8% 7.7% 53.8% 5.1% 1.3% 

25,000 円～30,000 円 32.1% 10.0% 48.0% 0.0% 6.0% 

30,000 円～35,000 円 36.0% 6.9% 37.9% 6.9% 6.9% 

35,000 円～45,000 円 41.4% 3.2% 38.7% 0.0% 3.2% 

45,000 円～ 54.8% 13.3% 36.7% 3.3% 6.7% 

総計 28.2% 8.8% 56.0% 3.2% 3.7% 
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○目標工賃達成指導員の状況 

  工賃の低い事業所ほど目標工賃達成指導員の配置しない傾向 

目標工賃達成指導員 配置済み 配置を予定 予定なし 

～10,000 円 45.8% 11.9% 42.4% 

10,000 円～15,000 円 45.9% 12.3% 41.8% 

15,000 円～20,000 円 64.9% 6.6% 28.5% 

20,000 円～25,000 円 69.2% 7.7% 23.1% 

25,000 円～30,000 円 60.0% 12.0% 28.0% 

30,000 円～35,000 円 75.9% 3.4% 20.7% 

35,000 円～45,000 円 58.1% 9.7% 32.3% 

45,000 円～ 66.7% 6.7% 26.7% 

総計 57.1% 11.2% 31.6% 
 
○運営主体との状況 

  高工賃の事業所では、やや NPO 法人のシェアが高くなる傾向 

運営主体 社会福祉法人 NPO 法人 株式会社 その他 

～10,000 円 28.8% 25.4% 22.0% 23.7% 

10,000 円～15,000 円 21.3% 22.1% 23.8% 32.8% 

15,000 円～20,000 円 20.5% 25.8% 23.2% 30.5% 

20,000 円～25,000 円 16.7% 32.1% 26.9% 24.4% 

25,000 円～30,000 円 18.0% 42.0% 20.0% 20.0% 

30,000 円～35,000 円 27.6% 37.9% 10.3% 24.1% 

35,000 円～45,000 円 22.6% 32.3% 16.1% 29.0% 

45,000 円～ 33.3% 23.3% 23.3% 20.0% 

総計 21.1% 26.7% 24.0% 28.2% 
 
○優先発注（行政からの発注）が収入に占める割合の状況 

  工賃 35,000 円ぐらいまでの事業所では行政からの発注を受ける方が高くなる傾向 

優先発注が占める割合 なし 0～20% 20～40% 40～60% 60～80% 80～100% 

～10,000 円 78.0% 20.3% 0.0% 1.7% 0.0% 0.0% 

10,000 円～15,000 円 80.3% 16.4% 2.5% 0.0% 0.0% 0.8% 

15,000 円～20,000 円 70.9% 23.2% 4.0% 1.3% 0.7% 0.0% 

20,000 円～25,000 円 57.7% 34.6% 5.1% 1.3% 1.3% 0.0% 

25,000 円～30,000 円 58.0% 34.0% 0.0% 4.0% 4.0% 0.0% 

30,000 円～35,000 円 48.3% 41.4% 0.0% 3.4% 6.9% 0.0% 

35,000 円～45,000 円 74.2% 12.9% 3.2% 6.5% 0.0% 3.2% 

45,000 円～ 63.3% 23.3% 3.3% 3.3% 0.0% 6.7% 

総計 64.8% 22.8% 2.6% 1.7% 1.0% 0.7% 
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○工賃月額区分と最も工賃の高い作業 

  最も高工賃の作業でも２番目に高工賃の作業においても、35,000 円までの事業所にお

いては、高工賃の事業所ほど役務が増える傾向 

最も高工賃の作業 
軽作業 

（作業受託） 
役務 

（労務提供） 
自主製品 その他 

～10,000 円 44.1% 6.8% 40.7% 8.5% 

10,000 円～15,000 円 45.9% 13.1% 30.3% 10.7% 

15,000 円～20,000 円 47.7% 17.2% 27.8% 7.3% 

20,000 円～25,000 円 38.5% 23.1% 30.8% 7.7% 

25,000 円～30,000 円 26.0% 22.0% 40.0% 12.0% 

30,000 円～35,000 円 27.6% 24.1% 37.9% 10.3% 

35,000 円～45,000 円 54.8% 12.9% 25.8% 6.5% 

45,000 円～ 50.0% 13.3% 30.0% 6.7% 

総計 45.1% 15.8% 30.6% 8.5% 

 

２番目に高工賃の作業 
軽作業 

（作業受託） 
役務 

（労務提供） 
自主製品 その他 

～10,000 円 52.5％ 3.4％ 28.8％ 15.3％ 

10,000 円～15,000 円 65.6％ 6.6％ 18.9％ 9.0％ 

15,000 円～20,000 円 52.3％ 11.3％ 28.5％ 8.0％ 

20,000 円～25,000 円 52.6％ 15.4％ 28.2％ 3.9％ 

25,000 円～30,000 円 54.0％ 16.0％ 26.0％ 4.0％ 

30,000 円～35,000 円 41.4％ 27.6％ 27.6％ 3.5％ 

35,000 円～45,000 円 45.2％ 12.9％ 29.0％ 12.9％ 

45,000 円～ 46.7％ 16.7％ 16.7％ 20.0％ 

総計 54.9％ 11.2％ 25.3％ 8.5％ 
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＜工賃区分 10,000 円～20,000 円事業所の状況＞ 

○工賃向上で最も課題に感じていること 

  利用者、指導員の高齢化、人員不足を課題に挙げる事業所が過半数 

最も感じている課題 事業所数 割合 

利用者の高齢化・人員不足 90 33.0％ 

指導員の高齢化・人員不足 55 20.1％ 

工賃向上意識の全職員への共有・浸透 21 7.7％ 

仕入れ価格の高騰等の価格転嫁 26 9.5％ 

企業等の理解の不足 11 4.0％ 

デザインやマーケティング等の専門知識の

不足 
9 3.3％ 

販売場所・機会の不足 21 7.7％ 

資金不足による設備の老朽化 2 0.7％ 

行政機関等の関係機関の連携 4 1.5％ 

事業所が増えすぎており、業務の取り合い 16 5.9％ 

その他 18 6.6％ 

 

 

○行政に求める支援（複数回答） 

  今後県として重点的に支援すべき事業所のが求める支援については、事業所と企業と

の取引の斡旋・紹介や事業所と企業の連携・協力の促進、事業所製品の販売促進（販売

会の開催等）という結果となった。 

行政機関に求める支援 事業所数 割合(対事業所数) 

事業所製品の販売促進（販売会の開催等） 110 40.3% 

製品開発・改良に対する助成 

（備品整備・アドバイザー費用等） 
71 26.0% 

経営の専門家等による支援 

（工賃向上の助言指導、計画見直し等） 
30 11.0% 

研修会の開催 37 13.6% 

優先調達推進法による取引拡充への支援 53 19.4% 

農福連携に対する支援 27 9.9% 

事業所と企業との取引の斡旋・紹介 133 48.7% 

事業所と企業の連携・協力の促進 128 46.9% 

デジタル業務の受注等の推進 26 9.5% 

その他 13 4.8% 
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３ 各質問項目の状況 

  各調査項目の調査結果は以下のとおりである。 

 

（１）運営事業種別 

   種別 事業所数 割合 

社会福祉法人 124 21.1％ 

NPO 法人 158 26.9％ 

株式会社 142 24.1％ 

一般社団法人 88 15.0％ 

その他（合同会社等） 76 12.9％ 

 

（２）事業所指定後経過年数    

指定後経過年数 事業所数 割合 

～1年未満 38 6.5％ 

１～５年未満 152 25.8％ 

５～10 年未満 146 24.8％ 

10～20 年未満 204 34.7％ 

20～30 年未満 30 5.1％ 

30 年以上 18 3.1％ 

 

（３）直接処遇職員の平均年齢 

   直接処遇職員の平均年齢 事業所数 割合 

20 代以下 7 1.2％ 

30 代 77 13.1％ 

40 代 258 43.9％ 

50 代 204 34.7％ 

60 代以上 42 7.1％ 

 

（４）事業所として最も重視している点    

事業所が重視している点 事業所数 割合 

工賃の向上 140 23.8％ 

就労に向けての支援 94 16.0％ 

生きがい・居場所づくり 290 49.3％ 

日常生活面の支援 41 7.0％ 

その他（個人に応じた対応 等） 23 3.9％ 
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（５）保護者が期待していること 

事業所が重視している点 事業所数 割合 

工賃の向上 41 6.9％ 

就労に向けての支援 77 13.1％ 

生きがい・居場所づくり 382 65.0％ 

日常生活面の支援 63 10.7％ 

その他（様々なニーズがある 等） 25 4.3％ 

 

（６）利用者が期待していること 

事業所が重視している点 事業所数 割合 

工賃の向上 166 28.2％ 

就労に向けての支援 52 8.8％ 

生きがい・居場所づくり 329 56.0％ 

日常生活面の支援 19 3.2％ 

その他（様々なニーズがある 等） 22 4.3％ 

 

（７）利用者の年齢層 

  利用者の年齢層 人数 割合 

20 代以下 2,615 21.3％ 

30 代 2,299 18.7％ 

40 代 2,414 19.6％ 

50 代 2,795 22.8％ 

60 代以上 2,159 17.6％ 

 

（８）利用者の障害区分 

利用者の障害区分 人数 割合 

区分なし 5,960 49.7％ 

1～2 2,097 17.5％ 

3～4 3,456 28.8％ 

5～6 474 4.0％ 

 

（９）利用者の障害種別 

利用者の障害区分 人数 割合 

身体 1,183 9.5％ 

知的 5,543 44.3％ 

精神 5,028 40.2％ 

発達 614 4.9％ 

不明 139 1.1％ 
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（10）利用者の在籍年数 

利用者の障害区分 人数 割合 

～１年 2,481 20.1％ 

１～５年未満 4,822 39.0％ 

５～１０年未満 2,806 22.7％ 

１０～２０年未満 1,923 15.6％ 

２０年以上 326 2.6％ 

 

（11）直近（R7.12 月）における１日当たりの平均利用者数 

平均利用者数 事業所数 割合 

～５名未満 35 5.9％ 

５～１０名未満 131 22.3％ 

１０～２０名未満 299 50.9％ 

２０～３０名未満 89 15.1％ 

３０名以上 34 5.8％ 

 

（12）令和６年度平均工賃月額（開設 1年未満事業所除く） 

上限額 事業所数 割合 

～10,000 円 59 10.0％ 

10,000 円～15,000 円 122 20.7％ 

15,000 円～20,000 円 151 25.7％ 

20,000 円～25,000 円 78 13.3％ 

25,000 円～30,000 円 50 8.5％ 

30,000 円～35,000 円 29 4.9％ 

35,000 円～45,000 円 31 5.3％ 

45,000 円～ 30 5.1％ 

 

＜前年比＞ 

上限額 事業所数 割合 

前年比増 428 77.8％ 

前年比減 122 22.2％ 

    

＜R6 平均工賃月額が前年比増の場合の要因（工賃支給総額）＞ 

＜前年比＞ 

工賃支給総額の状況 事業所数 割合 

前年比増 403 94.2％ 

前年比減 25 5.8％ 
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   ＜工賃支給総額増加の要因＞    

上限額 事業所数 割合 

軽作業・役務の受注量の変更 

（量・業務内容等） 
196 48.6％ 

軽作業・役務の受注条件の変更 

（単価、時間、人数等） 
70 17.4％ 

自主製品の販売機会の変更 

（場所、ネット販売等） 
33 8.2％ 

自主製品の販売内容の変更 

（種類、量、売価等） 
59 14.7％ 

自主製品の生産過程の変更 

（原価、効率等） 
9 2.2％ 

その他（新規開設のため 等） 36 8.9％ 

 

＜工賃支給総額減額の要因＞    

上限額 事業所数 割合 

軽作業・役務の受注量の変更 

（量・業務内容等） 
10 40.0％ 

軽作業・役務の受注条件の変更 

（単価、時間、人数等） 
5 20.0％ 

自主製品の販売機会の変更 

（場所、ネット販売等） 
0 0.0％ 

自主製品の販売内容の変更 

（種類、量、売価等） 
2 8.0％ 

自主製品の生産過程の変更 

（原価、効率等） 
2 8.0％ 

その他（経費の増 等） 6 24.0％ 

 

   ＜R6 平均工賃月額が前年比増の場合の要因（利用者数）＞ 

＜前年比＞ 

利用者の状況 事業所数 割合 

前年比増 301 70.3％ 

前年比減 127 29.4％ 

    

   ＜R6 平均工賃月額が前年比減の場合の要因（工賃支給総額）＞ 

＜前年比＞ 

工賃支給総額の状況 事業所数 割合 

前年比増 27 22.1％ 

前年比減 95 77.9％ 
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   ＜工賃支給総額増加の要因＞    

上限額 事業所数 割合 

軽作業・役務の受注量の変更 

（量・業務内容等） 
12 44.4％ 

軽作業・役務の受注条件の変更 

（単価、時間、人数等） 
1 3.7％ 

自主製品の販売機会の変更 

（場所、ネット販売等） 
1 3.7％ 

自主製品の販売内容の変更 

（種類、量、売価等） 
3 11.1％ 

自主製品の生産過程の変更 

（原価、効率等） 
0 0.0％ 

その他 10 37.1％ 

＜工賃支給総額減額の要因＞    

上限額 事業所数 割合 

軽作業・役務の受注量の変更 

（量・業務内容等） 
49 51.5％ 

軽作業・役務の受注条件の変更 

（単価、時間、人数等） 
12 12.6％ 

自主製品の販売機会の変更 

（場所、ネット販売等） 
3 3.2％ 

自主製品の販売内容の変更 

（種類、量、売価等） 
7 7.4％ 

自主製品の生産過程の変更 

（原価、効率等） 
9 9.5％ 

その他（経費の増 等） 15 15.8％ 

    

＜R6 平均工賃月額が前年比減の場合の要因（利用者数）＞ 

＜前年比＞ 

利用者の状況 事業所数 割合 

前年比増 54 44.3％ 

前年比減 68 55.7％ 

 

（13）令和６年 4～12 月実績と令和７年 4～12 月実績の比較 

＜前年比＞ 

上限額 事業所数 割合 

前年比増 382 69.5％ 

前年比減 168 30.5％ 
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   ＜R7 平均工賃月額が前年比増の場合の要因（工賃支給総額）＞ 

＜前年比＞ 

工賃支給総額の状況 事業所数 割合 

前年比増 359 94.0％ 

前年比減 23 6.0％ 

    

＜工賃支給総額増加の要因＞    

上限額 事業所数 割合 

軽作業・役務の受注量の変更 

（量・業務内容等） 
181 50.4％ 

軽作業・役務の受注条件の変更 

（単価、時間、人数等） 
72 20.1％ 

自主製品の販売機会の変更 

（場所、ネット販売等） 
28 7.8％ 

自主製品の販売内容の変更 

（種類、量、売価等） 
42 11.7％ 

自主製品の生産過程の変更 

（原価、効率等） 
7 1.9％ 

その他（施設外就労の増 等） 29 8.1％ 

 

＜工賃支給総額減額の要因＞    

上限額 事業所数 割合 

軽作業・役務の受注量の変更 

（量・業務内容等） 
10 43.5％ 

軽作業・役務の受注条件の変更 

（単価、時間、人数等） 
2 8.7％ 

自主製品の販売機会の変更 

（場所、ネット販売等） 
3 13.0％ 

自主製品の販売内容の変更 

（種類、量、売価等） 
1 4.4％ 

自主製品の生産過程の変更 

（原価、効率等） 
2 8.7％ 

その他（経費の増 等） 5 21.7％ 

 

   ＜R7 平均工賃月額が前年比増の場合の要因（利用者数）＞ 

＜前年比＞ 

利用者の状況 事業所数 割合 

前年比増 325 85.1％ 

前年比減 57 14.9％ 
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   ＜R7 平均工賃月額が前年比減の場合の要因（工賃支給総額）＞ 

＜前年比＞ 

工賃支給総額の状況 事業所数 割合 

前年比増 66 39.3％ 

前年比減 102 60.7％ 

    

＜工賃支給総額増加の要因＞    

上限額 事業所数 割合 

軽作業・役務の受注量の変更 

（量・業務内容等） 
27 40.9％ 

軽作業・役務の受注条件の変更 

（単価、時間、人数等） 
12 18.2％ 

自主製品の販売機会の変更 

（場所、ネット販売等） 
4 6.1％ 

自主製品の販売内容の変更 

（種類、量、売価等） 
13 19.7％ 

自主製品の生産過程の変更 

（原価、効率等） 
1 1.5％ 

その他 9 13.6％ 

 

＜工賃支給総額減額の要因＞    

上限額 事業所数 割合 

軽作業・役務の受注量の変更 

（量・業務内容等） 
50 49.0％ 

軽作業・役務の受注条件の変更 

（単価、時間、人数等） 
14 13.7％ 

自主製品の販売機会の変更 

（場所、ネット販売等） 
2 2.0％ 

自主製品の販売内容の変更 

（種類、量、売価等） 
8 7.9％ 

自主製品の生産過程の変更 

（原価、効率等） 
10 9.8％ 

その他（事業拡大に伴う一時的な減等） 18 17.6％ 

    

＜R7 平均工賃月額が前年比減の場合の要因（利用者数）＞ 

＜前年比＞ 

利用者の状況 事業所数 割合 

前年比増 27 16.1％ 

前年比減 141 83.9％ 
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（14）作業の受託（請負）時に重視する点（複数回答） 

重視する点 事業所数 重視する点 事業所数 

工賃の高さ 261 作業の取り組みやすさ 507 

仕事の継続性 426 利用者の好み(ニーズ) 219 

職員の指導しやすさ 67 地域とのつながり 122 

 

（15）請負作業や自主製品の製造・販売等において、実施している取組（複数回答） 

重視する点 事業所数 重視する点 事業所数 

利用者の工数（工賃）を含

めた原価計算 
267 

年度ごとの明確な「売上

目標」の設定と共有 
165 

１時間あたりの作業効率

（生産性）の定量的測定 
216 

競合他社・他事業所の市

場価格リサーチ 
114 

その他 40 特になし 95 

 

（16）事業所内で最も工賃の高い作業 

最も工賃の高い作業 事業所数 割合 

軽作業（作業受託） 265 45.1％ 

役務（労務提供） 93 15.8％ 

自主製品（農作業含む） 180 30.6％ 

その他 50 8.5％ 

 

（17）事業所内で２番目に工賃が高い作業 

２番目に工賃が高い作業 事業所数 割合 

軽作業（作業受託） 323 54.9％ 

役務（労務提供） 66 11.2％ 

自主製品（農作業含む） 149 25.4％ 

その他 50 8.5％ 

 

（18）事業所内で３番目に工賃の高い作業 

３番目に工賃の高い作業 事業所数 割合 

軽作業（作業受託） 319 54.3％ 

役務（労務提供） 56 9.5％ 

自主製品（農作業含む） 113 19.2％ 

その他 100 17.0％ 
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（19）収入総額に対する必要経費の割合 

必要経費割合 事業所数 割合 

50％未満 343 58.3％ 

50％以上 70％未満 122 20.7％ 

70％以上 90％未満 47 8.0％ 

90％以上 38 6.5％ 

未回答 38 6.5％ 

 

 

（20）設備等更新・投資のための積立等 

積立割合 事業所数 割合 

積立なし 431 73.3％ 

0～3％未満 69 11.7％ 

3％以上 6％未満 36 6.1％ 

6％以上 9％未満 7 1.2％ 

9％以上 10％以内 7 1.2％ 

未回答 38 6.5％ 

 

 

（21）行政機関からの発注額が収入に占める割合 

行政からの発注割合 事業所数 割合 

0～20％未満 134 22.8％ 

20％以上 40％未満 15 2.5％ 

40％以上 60％未満 10 1.7％ 

60％以上 80％未満 6 1.0％ 

80％以上 100％未満 4 0.7％ 

なし 381 64.8％ 

未回答 38 6.5％ 

 

 

（22）目標工賃達成指導員について 

積立割合 事業所数 割合 

配置している 336 57.2％ 

配置を予定している 66 11.2％ 

配置は考えていない 186 31.6％ 
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（23）現在、工賃向上に向けて取組んでいる内容（複数回答） 

工賃向上に向けての取組 事業所数 割合(対事業所数) 

施設内作業の受注拡大 306 52.0% 

施設外就労の受注拡大 142 24.1% 

営業・単価交渉の強化 142 24.1% 

利用者の作業スキルの向上 

（作業の安定化、効率化、品質向上） 
282 48.0% 

自主製品の販路拡大 200 34.0% 

自主製品の質の改良や新たな開発 146 24.8% 

自主製品の販売方法の工夫 

（デザインや価格等） 
89 15.1% 

自主製品の生産方法等の改善 50 8.5% 

経営者や指導員等の事業所職員の意識

改革 
39 6.6% 

原価計算や収支管理、作業分析の実施 39 6.6% 

企業的経営手法の導入による経営改善 8 1.4% 

適正な目標工賃設定・工賃向上計画の

策定 
27 4.6% 

工賃支払規程の見直し  23 3.9% 

福祉事業所同士による連携・共同によ

る取組 
43 7.3% 

商工業団体や地域産業界等の理解や協

力 
5 0.9% 

行政機関等の関係機関の理解や協力 22 3.7% 

特になし 19 3.2% 

その他 6 1.0% 

   

（24）取組を行っている中で最も感じている課題 

最も感じている課題 事業所数 割合 

利用者の高齢化・人員不足 208 35.4％ 

指導員の高齢化・人員不足 110 18.7％ 

工賃向上意識の全職員への共有・浸透 47 8.0％ 

仕入れ価格の高騰等の価格転嫁 61 10.4％ 

企業等の理解の不足 20 3.4％ 

デザインやマーケティング等の専門知

識の不足 
18 3.0％ 

販売場所・機会の不足 37 6.3％ 

資金不足による設備の老朽化 6 1.0％ 

行政機関等の関係機関の連携 7 1.2％ 

事業所が増えすぎており、業務の取り

合い 
33 5.6％ 

その他 41 7.0％ 
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（25）取組を行っている中で２番目に感じている課題 

２番目に感じている課題 事業所数 割合 

利用者の高齢化・人員不足 95 16.2％ 

指導員の高齢化・人員不足 152 25.9％ 

工賃向上意識の全職員への共有・浸透 65 11.1％ 

仕入れ価格の高騰等の価格転嫁 73 12.4％ 

企業等の理解の不足 28 4.8％ 

デザインやマーケティング等の専門知

識の不足 
39 6.6％ 

販売場所・機会の不足 47 8.0％ 

資金不足による設備の老朽化 12 2.0％ 

行政機関等の関係機関の連携 19 3.2％ 

事業所が増えすぎており、業務の取り

合い 
32 5.4％ 

その他 26 4.4％ 

 

（26）取組を行っている中で３番目に感じている課題 

３番目に感じている課題 事業所数 割合 

利用者の高齢化・人員不足 51 8.7％ 

指導員の高齢化・人員不足 69 11.7％ 

工賃向上意識の全職員への共有・浸透 73 12.4％ 

仕入れ価格の高騰等の価格転嫁 69 11.7％ 

企業等の理解の不足 45 7.7％ 

デザインやマーケティング等の専門知

識の不足 
55 9.4％ 

販売場所・機会の不足 64 10.9％ 

資金不足による設備の老朽化 30 5.1％ 

行政機関等の関係機関の連携 40 6.8％ 

事業所が増えすぎており、業務の取り

合い 
63 10.7％ 

その他 29 4.9％ 

 

（27）今後力を入れるべきと考えている取組（複数回答） 

今後力を入れるべき取組 事業所数 割合(対事業所数) 

施設内作業の受注拡大 281 47.8% 

施設外就労の受注拡大 141 24.0% 

営業・単価交渉の強化 150 25.5% 

自主製品の販路拡大 205 34.9% 
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自主製品の質の改良や新たな開発 191 32.5% 

自主製品の生産方法等の改善 85 14.5% 

経営者や指導員等の事業所職員の意識

改革 
75 12.8% 

原価計算や収支管理、作業分析の実施、

業務の見直し 
68 11.6% 

企業的経営手法の導入による経営改善 19 3.2% 

適正な目標工賃設定・工賃向上計画の

策定 
33 5.6% 

工賃支払規程の見直し  32 5.4% 

福祉事業所同士による連携・共同によ

る取組 
59 10.0% 

商工業団体や地域産業界等の理解や協

力 
40 6.8% 

行政機関等の関係機関の理解や協力 63 10.7% 

特になし 12 2.0% 

その他 25 4.3% 

 

（28）県の工賃向上等アドバイザー派遣事業について 

工賃向上アドバイザー派遣事業 事業所数 割合 

利用したことがある 31 5.3％ 

利用したことがない 465 79.1％ 

その事業を知らない 92 15.6％ 

 

（29）行政機関に求める支援（複数回答） 

行政機関に求める支援 事業所数 割合(対事業所数) 

事業所製品の販売促進（販売会の開催等） 226 38.4% 

製品開発・改良に対する助成 

（備品整備・アドバイザー費用等） 
158 26.9% 

経営の専門家等による支援 

（工賃向上の助言指導、計画見直し等） 
74 12.6% 

研修会の開催 83 14.1% 

優先調達推進法による取引拡充への支援 116 19.7% 

農福連携に対する支援 47 8.0% 

事業所と企業との取引の斡旋・紹介 274 46.6% 

事業所と企業の連携・協力の促進 244 41.5% 

デジタル業務の受注等の推進 51 8.7% 

その他 41 7.0% 
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